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研究成果の概要（和文）：　本研究では、①所得・消費・資産など複数のデータを用いて貧困の実証研究を行
い、②新たな貧困政策の検討を行った。①では、1994年から2009年の（都道府県別の）貧困・格差指標の推計や
年齢階級別貧困率の変動要因の検討を行った。②では、消費税の低所得者対策（軽減税率・給付つき税額控除
等）の逆進性緩和効果の推計を行った。また住宅アフォーダビリティーの検証から住宅手当の必要性などについ
て議論した。

研究成果の概要（英文）：This study concerns two major topics of research: 1) the experimental 
analysis of poverty based on income, consumption, and assets; and 2) the examination of certain new 
anti-poverty policies. In the first part of the research, we undertook the measurement and 
decomposition of poverty and inequality from 1994 to 2009. In the second part, we examined the 
effects of reduced VAT rates and tax credits on mitigating the regressivity of VAT for low-income 
households. Furthermore, we discussed the necessity of housing benefits in terms of housing 
affordability.

研究分野：社会政策
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　2000年代ごろから、日本の貧困問題が深刻化し、学術研究の蓄積も進んできたが、今後の貧困研究を進めるう
え上で、さらに考察すべき課題が残されている。本研究において、複数のデータから貧困を分析したことによっ
て、どのタイプの貧困リスクが世帯類型や年齢階級、働き方等において生じやすいのかを明らかにした。また、
新たな貧困政策の検証では、現在議論されている消費税の低所得者対策や住宅政策についての考察を提供した。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
日本の相対的貧困率は国際的にも高く、また社会保障制度における貧困世帯である生活保護
世帯は戦後最多の世帯数を記録し続けている。こうした深刻化する日本の貧困状況を受けて、
貧困対策における研究が活発化している。 
学術レベルでは、阿部・國枝・鈴木・林（2008）『生活保護の経済分析』東京大学出版会、西
村・社人研（2012）『日本社会の生活不安』慶應義塾大学出版会等の研究書が出ている。前者は、
主に生活保護と年金、医療、ホームレス対策、地方財政等との関連を議論し、後者は社人研の
「社会保障実態調査」を用いて、生活困難の実態、社会保障の限界や家族の支えの低下等を明
らかにした。これらは政策的な問題意識の高い貴重な先行研究である。 
しかし今後の貧困研究を進めるうえで、さらに考察すべき課題が残されている。具体的には、
（１）多元的な貧困状況の計測：これまでは主に所得データの貧困を計測してきたが、ライフ
サイクル仮説に基づき、消費データの貧困も計測することが望ましい。（２）新たな貧困対策の
導入効果の検証：近年、日本の社会保険中心の社会保障制度の限界が指摘されている。新たな
貧困対策の導入が期待されているが、消費税増税に伴う低所得者対策のあり方も含め、総合的
な研究が必要となっている。（３）消費税を加えたマイクロ・シミュレーションモデル（以下、
税・社会保障モデル）の構築：個票データから貧困や所得格差を計測する際、税・社会保障モ
デルが不可欠である。消費税の引上げが決定した現在、消費税負担を反映した税・社会保障モ
デルの完成が求められている。 
 
 
２．研究の目的 
所得・消費・資産等のデータを用いて、貧困状況の多元的な把握と新たな貧困政策の導入効
果の検証を行う。貧困状況の多元的な把握では、どのタイプの貧困リスクが世帯類型や年齢階
級、働き方等において生じやすいのかを明らかにし、また貧困基準を比較することを目的とす
る。新たな貧困政策の導入効果の検証では、マイクロ・シミュレーション等を用いて、消費税
の低所得者対策としての給付つき税額控除の導入の政策効果や所要財源を推計すること、新し
い住宅政策導入のための分析を行うことを目的とする。 
 
 
３．研究の方法 
（１）多元的な貧困状況の計測 
所得・消費・資産など複数のデータを用いて貧困の分析を行ったとともに、ブートストラッ
プ法を用いて格差・貧困指標の標準誤差および信頼区間を推計し、時系列の推移に関して分析
を行った。また、要因分解等の手法を用いて変動の規定要因を分析した。 
（２）新たな貧困対策の検証、および（３）消費税を加えた税・社会保障モデルの構築 
まず分析ツールである、税・社会保障モデルの改良を行い、消費税負担も推計できるように
変更を行った。そのうえで、消費税の低所得者対策の効果について分析を行い、所得階層別・
世帯人員別の消費税の負担状況、軽減税率・給付金・給付つき税額控除による逆進性の緩和効
果について検討した。また住宅アフォーダビリティーの推計も実施し、住宅費負担の現状につ
いて検証した。 
 
 
４．研究成果 
（１）多元的な貧困状況の計測 
渡辺・四方(2019)では、生活保護基準を用いて所得と資産を用いて貧困を検証した。その結
果、1994 年からの 2009 年にかけて、所得から測った基準未満率は大きく上昇し、相対的貧困
率を上回るようになっていたことが分かった。一方、実際の生活保護の運用により近いと考え
られる資産を考慮した保護未満率の変動は小さく、低い水準にとどまっている。このことから
所得が最低生活費以下であっても、わずかな手持ち金や車の保有によって生活保護の対象とな
らない世帯が、過去 15年間で増加していることが示唆された。 
Tanaka and Shikata(2019)では、日本における中間層の分析を行い、相対的基準を用いると
中間層の割合は横ばいであったが、1994 年の水準に固定した場合は大きく低下していることが
分かった。 
駒村ほか(2017)では、ブートストラップ法を用いて標準誤差を推計し、1994 年から 2009 年
にかけて、格差・貧困指標の推移を分析した。その結果、都道府県別の格差・貧困指標につい
て、標準誤差が大きく信頼区間の幅が広いため、標本平均だけで指標の大小関係を比較するこ
との限界を示した。 
四方(2016)、山田・四方(2016)では、年齢階級別に貧困率の変動要因を分析している。その
結果、子どもの貧困率が上昇した最も大きな要因は、子どものいる世帯のうちひとり親世帯が
占める割合が上昇したことを明らかにした。また、若年(＝20～34 歳)は親同居未婚者の貧困が
悪化したこと、壮年者(＝35～49 歳)は単身と親同居未婚者の貧困が悪化したことが要因であっ
た。高齢者については、高齢単身と夫婦のみ世帯において貧困率が大幅に低下した効果が、貧
困率の低い「有配偶の子と同居」世帯が減少した効果と、貧困率の高い「配偶者なしの子と同



居」世帯が増加した効果によって相殺されていたことが分かった。 
 
（２）新たな貧困対策の検証、および（３）消費税を加えた税・社会保障モデルの構築 
田中(2014)では、消費税の低所得者対策の効果について分析を行い、所得階層別・世帯人員
別の消費税の負担状況、軽減税率・給付金・給付つき税額控除による逆進性の緩和効果につい
て検討した。 
Watanabe and Tanaka(2019 近刊)では、住居形態別の貧困率、住宅費負担率等の指標から、
日本の住宅問題を考察した。その結果、不況下で家計の所得水準が低下したことによって、子
どもや現役世代を中心に、住宅費負担率が上昇していることが分かった。また、民間賃貸に居
住する世帯の貧困率は上昇し、また住宅費が家計を圧迫している世帯も増えていたことを明ら
かにした。日本では、低所得の若年単身者や住宅資産形成をできなかった高齢者にむけた住宅
政策が十分でなく、持家率が低下する中、将来、住宅確保が困難になる世帯が増えることが予
想される。こうした高齢者や若年者の住宅問題を解消するためにも、住宅手当など新たな住宅
政策が必要であることを提示した。 
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